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アウトライン

• 経済成長（１人あたりGDP成長）に関する

–理論：技術伝播が途上国成長の源泉

実証 技術伝播は簡単でない–実証：技術伝播は簡単でない

• 技術伝播の経路技術伝播の経路

–国際貿易

–外国直接投資

政府開発援助–政府開発援助

• 政策提言政策提言
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なぜ「経済成長」？なぜ 経済成長」？

平均所得の向上は平均所得の向上は
貧困削減に貢献

Dollar and Kraay (2002)
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なぜ「経済成長」？なぜ 経済成長」？

平均所得の向上は平均所得の向上は
国民の幸福に貢献国民 幸福 貢献

4
出所：World Development Indicators



経済成長論 概論経済成長論 概論

資本蓄積資本蓄積

教育

短期的な成長 ○
長期的な成長 ×教育

「技術 進歩

長期的な成長 ×

長期的な成長 ○「技術」進歩 長期的な成長 ○
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TFP: 「総合的」な生産性の指標

物的・人的資本や労働力では
説明できない生産力の差異を表す

1人当たり所得と

全要素生産性全要素生産性
（TFP）は強く相関

出所：戸堂（2008）

6技術レベルの差→所得の差



経済成長論 概論経済成長論 概論

資本蓄積資本蓄積

教育

短期的な成長 ○
長期的な成長 ×教育

「技術 進歩

長期的な成長 ×

長期的な成長 ○「技術」進歩 長期的な成長 ○

内生成長論

制度（経済
「技術」政策

内生成長論

人口規模
人口成長

制度（経済・
政治・法）
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人口成長 治 法
政策



技術進歩になぜ政策介入が必要か？

A社
技術革新

E社

B社

E社
技術漏出

B社
C社

D社
社

市場均衡では技術漏出が

8
技術進歩を阻害する



研究開発に対する補助率研究開発に対する補助率
中国

仏
シンガ

インド

日本
ポール
シンガ
ポール

米
独

9出所：OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008



途上国にとっての技術進歩とは？途上国にとっての技術進歩とは？

技術進歩 国内の技術革新技術進歩

外国の
知識・技術

技術伝播
知識 技術知識・技術

技術伝播 が技術伝播の促進が技術伝播の促進が
経済成長・貧困削減 政策

10
にとって最重要



内生成長論の2国モデル 技術伝播に
後発性の利益

を仮定
Barro and Sala‐i‐Martin (2004，第8章)

条件付き収束
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なぜ人口が重要か？

0.84.0  人間の頭脳が技術進歩の源
人口（10億，
右目盛）
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年
出所： Todo & Miyamoto (2002)

世界の人口規模と1人当たりGDPは相関



途上国にとっても人口は重要か？途上国にとっても人口は重要か？

新古典派新古典派

１人あたり

新古典派
成長論

人口成長
１人あたり
資本↓

所得↓
資 ↓

技術者多
経済統合

も内生
成長論

技術者多
需要大

によっても

人口成長 技術伝播↑
所得↑
成長率↑

成長論
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人口成長 技術伝播↑
成長率↑



内生成長論の2国モデルの問題内生成長論の2国モデルの問題

条件付き収束は
現実的か

「貧困の罠」？
現実的か

技術伝播に技術伝播に

「後発性の利益」
はあるのか？

具体的な

はあるのか？

具体的な
技術伝播の
経路は

どのような
政策が有効？
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経路は？
政策が有効？



「貧困の罠」の理論 Krugman (1991)

規模の経済・学習効果
生産性上昇

業化

工業部門
（大）

工業部門
生産性上昇

伝統部門

工業化
（大）

伝統部門

規模の経済・学習効果
なく生産性停滞

必ずしも
キャッチアップ

工業部門
（小）

なく生産性停滞

工業部門

キャッチアップ
しない

貧困の
罠

（小）

伝統部門 伝統部門
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罠伝統部門 伝統部門



「貧困の罠」の理論

A

B

所得レベル政策的
含意

ビッグプッシュ（一気に工業化）
含意

ッグ ッシ （ 気 業化）

実際の経済が「罠」にいないのに
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実際の経済が 罠」にいないのに
乱用される危険性



経済成長の実証分析
教育レベル

経済成長率国際貿易 経済成長率
への効果は

外国直接投資 明確でない外国直接投資

民主政治

金融市場の発達

民主政治

金融市場の発達

制度（経済・社会・法）
明確に＋の

効果
地理（緯度・沿海）

効果
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Durlauf, Johnson, & Temple (2005) のまとめより



経済成長の実証分析（収束）経済成長の実証分析（収束）
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500 1000 2500 5000 10000 20000 40000 80000 160000
GDP per capita in 1970

出所：World Development Indicators



世界の所得レベルは収束？拡散？

Durlauf, Johnson & Temple 
(2005)

極化二極化
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Sala‐i‐Martin 
(2002)(2002)

格差は格差は
縮小

20



離陸する中進国
停滞する最貧国

離陸する中進国
停滞する最貧国

収束する先進国
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貧困の罠はある？貧困の罠はある

後発性 利益（学ぶ余地が大）

Benhabib and Spiegel (2005)

後発性の利益（学ぶ余地が大）
vsvs

レベルが低すぎて学習困難

成長高 教育高い教育
レベル

後発性の
利益 成長

レベル 利益

実証 平均教育年数2年以下なら

学習困難 停滞
低 教育低い教育

実証：平均教育年数2年以下なら
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学習困難 停滞
レベル



貧困の罠はある？ Todo (2005)

直接投資に頼る成長
vsvs

自国の研究開発に頼る成長

技術高い教育・ 自国の 好
循進歩初期技術レベル 研究開発 循
環

シンガポ ル 高度成長期の日本 韓国シンガポール，高度成長期の日本・韓国

タイ，マレーシア，ペルー

2つのタイプの
存在を実証

自国の
技術停滞

低い教育・ 直接投資
悪
循

タイ，マレ シア， ル
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技術停滞初期技術レベル
直接投資 循

環



Todo (2005)

直接投資型
必ずしも

「貧困の罠」直接投資型
経済 …

「貧困の罠」
ではないが…

低所得低所得

ビッグプッシュ
研究開発型

経済 教育投資

ビッグプッシュ
的政策

経済 教育投資・
研究開発への補助金・

研究開発を伴う直接投資高所得 研究開発を伴う直接投資
の誘致で移行可能

高所得
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経済成長の実証：要約経済成長の実証：要約

条件付き収束○ ただし、最貧国の
収束は緩慢で

貧困の罠△
収束は緩慢で

単調な収束ではない単調な収束ではない

技術伝播は必ずしも技術伝播は必ずしも
スムーズには行かない

政策の役割
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技術伝播の経路

技術ライセ

技術伝播の経路

技術ライセ
ンシング

貿易

外国人

貿易

外国

移民の

外国人
技術者
雇用

直接投資
移民の
Uターン

雇用

バ
開発援助

リバース

エンジニア
グ

26

リング



国際貿易は技術伝播を促進するか？

商社・川下企業による

国際貿易は技術伝播を促進するか？

商社・川下企業による
技術指導

途上国

輸出 企業の
生産性↑生産性↑生産性↑

相互 輸相互に
影響

輸出による技術伝播効果
の推計は工夫が必要
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影響 の推計は工夫が必要



貿易の効果の実証結果

ベ国レベル
マクロデータ

貿易の経済成長に対する効果は
は きりしない

マクロデ タマクロデ タ

はっきりしない (Rodrik and Subramanian, 2002)

企業レベル企業レベル
ミクロデータ
企業レベル
ミクロデータ 比較的

後進国
輸出の生産性効果

あり：インドネシア (Blalock and Gertler 2004)

後進国

あり：インドネシア (Blalock and Gertler, 2004)

アフリカ (Van Biesebroeck, 2005)

なし コロンビア モロッコなし：コロンビア・モロッコ (Clerides et al. 1998)

アメリカ (Bernard and Jensen, 1999) 28



海外直接投資は技術伝播を促進するか海外直接投資は技術伝播を促進するか？

技術のスピルオーバー
競争 促進

途上国

競争の促進

直接投資

途上国
企業の
生産性↑生産性↑

29



直接投資の効果の実証結果直接投資の効果の実証結果

国レベルの

直接投資の経済成長に対する効果は

マクロデータ分析
国レ ルの

マクロデータ分析

直接投資の経済成長に対する効果は
はっきりしない

条件付きで成長効果
教育レベルが高い (Borensztein et al. 1998)

金融市場が成熟 (Alfaro and Chanda 2004)金融市場が成熟 (Alfaro and Chanda, 2004)

腐敗が少ない (Durham, 2004)

30
高い技術吸収力



企業レベルの企業レベルの
ミクロデータ分析

途上国途上国
企業の直接投資
生産性↑
企業の
生産性↑

直接投資

同じ産業内

必ずしもスピルオーバーしない
あり メキシ (K kk 1994) 台湾 (Ch & Li 1999)あり：メキシコ (Kokko, 1994); 台湾 (Chuang & Lin, 1999)

なし：モロッコ (Haddad et al., 1993)；チェコ (Kinoshita, 2001)
負の効果あり ベネズエラ (Ai k d H i 1999)負の効果あり：ベネズエラ (Aitken and Harrison, 1999)
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企業レベルの企業レベルの
ミクロデータ分析

途上国途上国
企業の直接投資
生産性↑
企業の
生産性↑

直接投資

最終財企業 部品企業

後方連関スピルオーバーは一貫してあり
リトア アリトアニア(Javorcik, 2004); 

インドネシア (Blalock & Gertler, 2008);
中国 (Liu, 2008)
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企業レベルの 現地技術者に企業レベルの
ミクロデータ分析

現地技術者に
技術移転

途上国途上国R&Dを伴う
企業の
生産性↑

R&Dを伴う

直接投資 生産性↑生産性↑

ありあり
インドネシア (Todo & Miyamoto, 2006); 
中国 (Todo, Zhang, & Zhou, 2004, 2009);

日本 (Todo, 2006)本 ( , )
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中国中関村科学技術園の例中国中関村科学技術園の例

外資企業に外資企業に
よる「海亀」
の雇用

途上国途上国
企業の

R&Dを伴う

生産性↑
企業の
生産性↑直接投資

外資企業
の中国人
技術者の

外資と

中国企業の

外資企業
の中国人
技術者の

34
起業 転職
技術者の
起業・転職

中国企業の
共同研究

起業 転職
技術者の
起業・転職



開発援助の成長効果

率Burnside and Dollar 
(2000):

済
成

長
率

(2000):
適切な政策＋援助
経済成長に寄与

経
済

経済成長に寄与

援助量×政策の質
Easterly, Levine, and 
Roodman (2004)：
サンプルを変えると

結果が変わる結果が変わる

効果は
35

効果は
明確ではない



技術援助プロジェクトは
技術移転に貢献しているか？

その効果測定は簡単ではない

技術移転に貢献しているか？

アウトプット
（技術レベルなど） プロジェクト

参加者の平均

その効果測定は簡単ではない

プロジ クトの効果参加者の平均

プロジェクトの
効果？

プロジェクトの効果
+ 

参加者・非参加者

潜在的な能力の

効果？参加者 非参加者
の潜在的な違い

潜在的な能力の

高い（低い）者だけ
参加できるとすれば

時間

非参加者の平均

プロジェクト 36



技術援助の効果測定も簡単ではない技術援助の効果測定も簡単ではない

プロジェクト
参加者の平均

アウトプット
（技術レベルなど）

参加者の平均

参加者と潜在的には

プロジェクトの
効果

参加者と潜在的には
同様の性質をもつ
非参加者の平均

時間

非参加者の平均無作為化実験や
統計的手法
によって選抜

プロジェクト

選抜

37



インドネシア鋳造産業での
日本の技術援助の効果分析

0.8

日本の技術援助の効果分析
参加企業と
同様の性質 平均的企業の

0.6

同様の性質
を持つ

非参加企業

平均的企業の
6年分の技術進歩

0.2

0.4

不
良

非参加企業

平均 15％
＝プロジェクト不

良
0

-1 0 1 2

品
率
の
変

プロジェクト
の平均的効果

良
品
率

‐0.2
変
化
率

平均

率
の
変
化

‐0.6

‐0.4

参加企業

化
率

‐0.8 38
Todo (2008)，戸堂（2009）



結論結論

グローバル化の時代でも、グロ バル化の時代でも、
国境を越えた技術伝播は

容 な容易でない

政策が必要

39



政策提言

直接投資による
技術伝播の促進技術伝播の促進

外資企業の 外資企業の外資企業
研究開発活動・
研修を促進

現地調達率
向上研修を促進 向上

国内の技術吸収力アップ
教育レベル向上（第 に）

）
教育レベル向上（第1に）

研究開発に対する優遇税制（次に）
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政策提言政策提言
輸出による
学習効果EPA・FTAによる

経済統合

学習効果

経済統合

需要の拡大

開発援助の

需要の拡大

開発援助の
量的・質的拡充 技術伝播を

誘引誘引

そのために

41

そ
定量的評価を
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